平成21年度　第10回建設事業評価委員会議事概要

日　　時　平成22年1月7日（木）　16時～18時

場　　所　大阪府立労働センター709号室
出席委員　松澤委員長・岩井委員・加茂委員・小池委員・多々納委員・星野委員・増田委員
議　　題　（１）安威川ダムについて
　　　　　（２）府営住宅建替事業の審議について
（「○」：委員の発言、「◆」：委員長・事務局・部局の説明等、「⇒」：事務局・部局からの応答等）
【議事概要】

（１）安威川ダムについて
◆[委員長]　既に新聞報道等でご存じと思うが、来年度の予算に関して、去る12月25日に、国土交通省がダム事業の検証を行うことを宣言した。本日は、安威川ダムに関する意見陳述を予定していたが、本件の審議に関わることなので、まず、これらの動きについて都市整備部から説明をお願いしたい。

◆都市整備部から、年末の国土交通省の動きについて説明。
・資料１は、政府予算案に合わせて国土交通省から発表された資料で、①から③に該当しない89事業、90施設はすべて検証対象となっており、安威川ダムも検証対象に指定された。

・国では、できるだけダムに頼らない治水へ施策転換するという考え方に基づき、直轄事業を検証し、その結果を踏まえて今後の治水対策のあり方を検討することとしている。個別ダムの検証については、国が12月３日に設置した「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」で取りまとめられる新たな基準に沿って行われる。新たな基準は、今年の夏ごろに中間取りまとめが示される予定である。

・都道府県実施のダム事業については、基本的に各府県の判断が尊重されるが、検証対象のダムに関しては、新たな基準により検証した上で、その後の事業の進め方を改めて判断するよう要請されている。

・22年度予算案について、安威川ダムは生活再建工事を行っているので、基本的には次の段階に進まず、生活再建工事を継続するために必要最小限のものとなる。また、例年、年末に個別ダムの予算内示があるが、来年度予算は今年度末に公表される。
・知事は、「ダムに頼らない治水には賛成だが、地方には地方の事情がある。大臣の意向も踏まえた上で判断するので、その判断を尊重してほしい。補助金は、国と地方の協議を経たものなので、一方的に止められるのは非常に厳しい考え方だ。」との見解を示されている。

・府としては、国に先駆けて事業の検証を行うこととし、作業を進めているところである。建設事業評価委員会では、これまで安威川ダムの審議を重ねていただいたが、府として検証するための時間をいただきたい。検証の結果は報告するので、その際、改めて審議をお願いしたいと考えている。
・国の新しい基準がどのような内容になるかは、現時点ではまったく分からないので、場合によっては、これが明らかになった段階で、再度検証の必要が生じるかもしれないが、そうした場合には、改めて委員会に報告の上、ご判断を仰ぎたい。

○安威川ダムは検証され、槇尾川ダムは従来どおり進められるということか。

⇒[都市整備部]槇尾川ダムは、国では継続ダムに区分されおり、ほぼ自動的に来年度予算が付くことになると考えられるので、引続き審議をお願いすることになると考えている。

○今年の夏に国の見直し基準が示されるまで待っていられないので、事前に府独自の検証を行いたいということだが、国の基準が分からない以上、府独自の検証結果を受けて委員会で審議をした後、国の基準が示されて、もう一度検証作業が必要になるという繰返しが起こる可能性がある。そういったリスクは承知の上で、まず府独自の判断をするということか。

⇒[都市整備部]地域主権の考え方から、まずは地方の判断が優先されるべきだろうということと、ダム継続の判断がなされた場合は、国への働きかけが必要になるということもあり、最悪の場合、2回検証しなければならないというリスクがあったとしても、府独自に判断したいと考えている。

○国の予算は、国の基準に従った検証が行われない限り認められないということか。

⇒[都市整備部]微妙な表現ではあるが、府県の判断は尊重するが、補助金を貼り付けるかどうかの判断は、国土交通省に裁量権があるという言い方がされているので、まずは府の判断を明確に示した上で、必要ならば国に予算措置を働きかけたいと考えている。

◆[委員長]国土交通省の方針によると、ダム本体の検証、評価も含まれるので、新しい基準が示されないうちに、府が独自に検証し、その結果が本委員会に持ち込まれたとしても、本委員会で審議することは難しいと思う。従って国の基準が示された後、その基準に沿って、府で再度検討されるまでは、本委員会での審議はストップしたほうがよい。

⇒[都市整備部]場合によっては2回審議しなければならなくなるリスクは、十分に承知しているが、安威川ダム事業は、用地買収がほぼ完了し、いつでも本体工事に着手できる状態である。生活再建の一つである付替道路は、予算が確保できれば、予定どおり来年度上半期には供用できる見通しであり、残土処分地の復旧やほ場整備に関しては、現在、工事用道路等の整備のため、農地を借り上げており、農地が使えない状態になっている。本体工事の遅れは、地域に非常に大きな影響を及ぼすので、もし継続という判断が出れば、一日も早く事業を元通り進められるようにしたいと考えており、必要な手続きを是非ともお願いしたい。

○国土交通省の判断で、予算が付かない場合もあるのではないのか。もし付かなかった場合、府独自で継続するという考え方もあるのか。

⇒[都市整備部]非常に大きな事業であり、国の補助金なしで進めることは、ほとんど不可能である。府の検証の結果、事業を継続することになれば、国からの補助を受けるため、例えば、来年度の当初予算が無理でも補正予算の確保という可能性を視野に入れて動いていきたい。

○途中経過でも、国の動向は分からないのか。
⇒[都市整備部]検証の基準は、国が設置した有識者会議で議論されるので、その経過はリアルタイムで入ってくると思う。また、来年度予算についても、今年度末には明らかになるとのことなので、情報は徐々に得られると考えている。こうした情報は、本委員会にも報告していきたい。

○委員会としては、どう扱うことになるのか。
⇒[都市整備部]国に先駆けて府独自に検証を行い、結果が出た段階で報告するので、できれば、そこから審議を再開していただきたいと考えている。
○国とは関係なく、審議して欲しいという提案か。そうであれば、委員長の判断になると思う。
⇒[事務局]どの案件をどの時期にご審議いただくか、事務局としては、担当部局や上層部、委員長と相談したいと考えている。現状では、国の枠組みとラフなスケジュール案が示されただけなので、どのような状況のもとで、本委員会が審議することになるのかがまったく分からない。その時点での状況を見ながら相談させていただきたいと思う。

◆[委員長]本日は、安威川ダムの審議と府民の意見陳述を予定していたが、こうした事情により、安威川ダムの審議そのものを当面ストップし、本委員会での取扱いは、今後の成行きを見ながら判断していきたいと考えているが、ご異議はないか。
【異議なし】
◆[委員長]ご異議がなければ、下期案件に関する府民意見の募集結果について、事務局から報告をお願いしたい。
◆事務局から、意見募集の結果を報告。
・昨年11月から12月にかけて意見募集を行ったところ、意見陳述希望が４件、書面等による意見の提出が13件あった。すべて安威川ダムに関する意見であった。先ほどの議論で、安威川ダムについては、当面、審議をストップすることとなったので、報告は件数のみとする。
○府民から提出された意見は、今後、どのように処理されるのか。お蔵入りになってしまうのか。

⇒[事務局]意見陳述については、今後の国の検証によって状況が変わる可能性があるので、本日はひとまず中止ということで、陳述予定者全員に連絡申し上げ了解いただいた。本委員会で再度ご審議いただくときには、陳述だけでなく、今回、書面等により提出された意見もご覧いただき、活かしたい。
◆[委員長]槇尾川ダムについて、国の来年度予算の位置づけがどのようになっているのか、また、府では12月25日に槇尾川ダムに関しての有識者会議が開かれたと聞いているが、その状況について、説明をお願いしたい。

◆都市整備部から、国における槇尾川ダムの取扱い等について説明。
・槇尾川ダムは、昨年５月に本体工事を契約していることから、国としては自動的に継続ということになっている。府においては、12月25日に有識者会議が開かれた。この会議の出席者は、知事、担当副知事、上山大阪府特別顧問、その他の有識者として、今本京大名誉教授、宮本元淀川水系流域委員会委員長、竹村元河川局長・首都大学東京客員教授、金森元大阪府副知事、オブザーバーとして滋賀県の担当課長で、上流1.6キロメートル区間における50ミリ対策について、いろいろご意見をいただいた。その内容については、現在、検証しているところなので、改めて報告したいと考えている。

◆[委員長]この件は、次回の委員会で詳しく説明をお願いしたいと思う
（２）府営住宅建替事業の審議について

◆[委員長]次に、府営住宅の建替えについて審議を行う。まずは、第8回委員会において、委員から質問があった府の住宅政策の全般について、住宅まちづくり部から説明をお願いしたい。
◆住宅まちづくり部から、住宅政策の全般について説明。
・今後の府営住宅供給の方向性については、現在、検討を進めているところなので、途中経過の報告になるが、了解いただきたい。

・平成13年度に府営住宅ストック総合活用計画を策定し、原則として新たな供給は行わず、これまで蓄積してきたストックを有効活用するという方向性を打ち出した。この計画を平成18年度に改定したものが現計画であり、良質なストック形成を図るため、耐震化やバリアフリー化など安全で安心して暮らせる住まい作りなどの方向性を掲げている。
・現計画では、平成18年度から27年度までを計画期間とし、展開方向として、ストックの9割以上の耐震化、5割以上のバリアフリー化を目標とするとともに、期限付き入居制度の導入等による公平な供給や需給バランスへの配慮、活用用地への地域活性化につながる施設の誘致、大規模団地の規模の適正化などによる再生等を掲げている。
・建替えについては、耐震性が低くエレベータ未設置で、バリアフリー化に課題がある中層ラーメン構造の住宅を中心に進めており、今回の審議対象もこうした住宅である。高層住宅は、エレベータがあるので耐震改修を実施していく。建替えによるバリアフリー化とともに、既存の住宅でも、住戸内の段差の解消や手すりの設置を行う高齢者向け改善や中層住宅へのエレベータ設置を進めており、整備目標の達成に向け努力している。

・府営住宅は、昭和30年代後半から40年代にかけて、高度経済成長期の人口増加の受け皿として大量に供給してきた経緯があり、これらがストック全体の約半数を占めている。建替えは、老朽化が著しい昭和30年代以前に建設された住宅と耐震性の低い昭和40年代に建設された中層住宅を対象としており、平成20年度末現在では、管理戸数約13万8千戸のうち、耐震化率70.3パーセント、バリアフリー化率37.5パーセントで、今のところは概ね予定通りの進捗状況である。

・今後の方向性については、現在、検討中であるが、平成21年11月の「府政運営の基本方針」において、府営住宅では、入居者の高齢化、ストックの老朽化、需給のアンバランス等の課題があることから、管理戸数の削減と合わせて、民間賃貸住宅との役割分担による安心居住の新たな枠組み作りなど、府の住宅政策を再構築することとしている。

・こうした方針に従い、需要が低い、あるいは敷地の状況などから改修工事が難しい住宅は、管理戸数の削減を検討することとしている。今回の審議対象である泉北ニュータウンの2住宅は、需要が低いため現入居戸数による建替えに留め、管理戸数を削減することとしている。

・公的住宅の今後のあり方については、今年度内に取りまとめ、府営住宅を含む今後の住宅まちづくり政策のあり方については、来年度に、住宅まちづくり審議会の答申を受ける予定である。これらの検討結果を次期のストック総合活用計画に反映することとしている。

○建替えの定義を教えてほしい。

⇒[住宅まちづくり部]既存の住宅は撤去して建替えることが基本。同一団地で耐震性のある住宅とない住宅が混在するケースがあるが、そうした場合は、耐震性のない住宅だけ建替える。

○補強は考えないのか。

⇒[住宅まちづくり部]建替えは、エレベータ未設置等のバリアフリー化も進めなければならない住宅について行っている。耐震性のない高層住宅は、エレベータが設置されており、バリアフリー化が可能なので、そういう住宅は改修の対象としている。

○後からエレベータを設置する場合は、どこに付けるのか。

⇒[住宅まちづくり部]中層エレベータの設置を進めているのは、住棟に3つ、4つの階段室があり、その両サイドが住居になっている階段室型の住宅で、階段室ごとにエレベータを設置している。

○民間賃貸住宅市場の透明性の確保とはどういうことか教えてほしい。また、泉北ニュータウンはセンター機能の低下によりオールドタウン化しているのか。センター機能さえ回復すればよいということなのか。

⇒[住宅まちづくり部]民間住宅では、依然として、高齢者や障害者が入居拒否されるという実態があるので、そういうことが起こらないように透明性を確保し、高齢者や障害者も民間住宅市場の中で住宅を確保できるよう、市場環境の整備を考えていくということ。

○行政として民間賃貸住宅に対し、何らかの指導を行おうとしているのか。

⇒[住宅まちづくり部]具体的な取組みは今後検討するが、民間事業者が入居を拒否できないよう指導を行う、条例等の枠組みを作るといった何らかの方策を検討していきたい。
泉北ニュータウンについては、ご指摘の文章の前段に「人口の高齢化、公的賃貸住宅の需要低下や老朽化」とある。これらが原因で街全体のポテンシャルが下がっていることに加えて、センター機能の低下が見られるという趣旨である。ここでのセンターとは、駅周辺の中心地だけでなく近隣センター等の店舗エリアも含むが、こうしたところでも軒並み店が閉められるなど、活気がなくなってきており、オールドタウン化が進むという表現になっている。

○住民が自らの中層住宅を高層住宅に建替え、その結果生み出される余剰地を売却して、建替え費用を賄ったというケースがある。個々の居室の面積も拡がったと聞いているが、府営住宅の建替えについても、こうした手法が取れないか検討してはどうか。

○PFIの形で民活手法はすでに導入している。部局には、後ほど効果検証の報告をお願いしたい。

○基本方針の2番と3番を詳しく教えてほしい。地域と連携した大規模団地の再生、地域の活性化と街づくりや住宅との関係について、具体的な取組みや方向性があるのか、また、期限付き入居制度の導入や地位継承範囲の見直しとセーフティネットとの関係を詳しく教えてほしい。

⇒[住宅まちづくり部]3番は、土地を有効利用して中層住宅を高層化することにより生み出される余剰地について、地域の活性化につながる施設を導入する、あるいはコミュニティバランスの改善を図るため、民間に売却して多様な住宅を建ててもらう等、地域の活性化を目的とした取組みである。特に大規模団地は、一つの小学校区を占めるようなものもあるので、地域に対する影響を軽減するため、建替えに際しては活用用地を生み出しながら、様々な住宅や施設を導入していくことで、低所得者や高齢者が集中しないようコミュニティバランスに配慮した街づくりを進めていく。
期限付き入居制度の導入について、北摂や大阪市内の府営住宅は募集戸数が少なく、倍率も高い。これらの住宅では人の出入りが少ないので、子育て中の若年世帯を対象に10年間の期限を設定して入ってもらい、住民の新陳代謝を高める取組みである。また、地位継承範囲については、府営住宅は世帯主が亡くなっても子どもなどに地位を引き継げたが、子どもには継承できなくし、必要な人に府営住宅が行きわたるよう見直しを行うもので、効果的な住宅セーフティネット作りとして掲げている。

○地域の活性化や大規模団地の再生の視点では、マネジメントのような考え方や住民に対する支援などもあると思うが、今のところそういった施策はないのか。また、高層化して余剰地を売るという手法は、容積率に余裕のある地域ではできるが、需要が低く売れない地域の活性化は、どういう方向で進めているのか教えてほしい。
⇒[住宅まちづくり部]今のところ、そうした仕組みはないが、街づくりを考えていく上で、活用用地については、まず地元の実態に詳しい市町村に情報を提供し、市町村による公的利用や社会福祉法人による活用がないかどうかを調査してもらい、施設の導入を図っている。

○泉北ニュータウンの再生について、センター施設を再生することで泉北ニュータウンの再生を図ろうと考えているのかどうか、また、今回の府営住宅の建替えが、泉北ニュータウンの再生にどのように寄与するのか、泉北ニュータウン内の公的賃貸住宅は需要が低下しているが、管理戸数削減の対象になるのか、どのような視点で活用用地を地域の活性化に役立てようとしているのか、住民の高齢化が進展する中で、建替えにおいて高齢コミュニティをどうケアしていくのか教えて欲しい。

⇒[住宅まちづくり部]泉北ニュータウンにある府営住宅の管理戸数は、府営住宅全体の約1割を占めているが、応募倍率が1倍を割るような住宅もある。もともと府営住宅は、府民の8割が入れるようにする施策であったが、なかなか社会資本投資が進まない中で、公営住宅制度の変化に伴い、入居対象を住宅困窮者に特化するようになった。現在では、低所得者（全体の25パーセント）しか入居できず、活力の低下につながっている。活用用地については、泉北ニュータウンの活性化に役立てたいという思いはあり、府だけでなく、堺市や地元との協議の場を活用して、どのような施設を入れていくか検討したいと考えている。
高齢コミュニティのケアについて、以前は、建替えの法定倍率というものがあった。例えば、100戸を建替えるときは170戸建てて、70戸には新しい方に入ってもらい、活性化を図りコミュニティを維持してきたが、現在は、財政事情もあり100戸を100戸で建替えている。今回の案件は100戸を100戸ではなく、現入居戸数で建て替え、財政負担を抑えている。建替え後も現入居者がそのまま戻ってくるので、コミュニティは維持されるが、高齢者ばかりのコミュニティになってしまい逆に問題でもある。コミュニティのあり方については現在、住宅まちづくり審議会に諮問しているところなので、その答申を踏まえて考えていきたい。

◆[委員長]それでは個別事業の審議に入りたいと思う。昨年度の委員会で宿題とされた、民活手法、いわゆるPFIの効果等については、後ほど説明してもらいたいと思う。まずは、事前評価①府営住宅建替事業の「枚方牧野北住宅」について、事務局から概要の説明をお願いしたい。

◆事務局から、事前評価①「枚方牧野北住宅」の事業概要を説明。

○建替えに際して、見込まれる需要や収益率、住宅経営の観点からの指標、どういう方を対象とするのかなど社会的意義に相当するような事項は、評価項目になっていないのか。

⇒[住宅まちづくり部]評価調書には、入居や募集の状況を記載している。枚方牧野北住宅の平成20年度の応募倍率は3.7倍でニーズは比較的高いことから、管理戸数での建替えは妥当ではないかと考えている。また、事業効果について、安全安心に関わる定性的な分析ということで、耐震性が向上する、建替えによりオープンスペースが確保でき地域の防災性が向上する、住民が交流できる広場を配置できる、活用用地には地域の活性化につながる施設や住宅を導入できる、といったことを記載している。

○ここでは、収益性の視点はないのか。

⇒[住宅まちづくり部]公営住宅では、例えば、民間住宅が8万円で貸さなければ採算が取れないところを3万円で貸すので、収益が上がるはずはない。低所得者に安い家賃で貸すという行政の施策であって、儲けを優先している訳ではない。しかし、国庫補助制度があるので、地方としてはその分が補填され、府としては採算が成り立っている。儲かるかどうかの判断ではなく、住宅困窮者に住宅を供給するという行政目的で実施しているので、儲かっている住宅は建て替えて、儲かっていない住宅は建て替えないといった判断はしていないが、需要が低い住宅の建替えは行わない。

○よく分かった。民間との家賃差を計算するだけの便益の出し方について、これが標準なのだろうが、理屈としては何か変な感じがする。この住宅を建てることによって、低家賃で本来なら住めないかもしれない人たちがどれだけ救われるかということを議論したほうがよい。そういう意味では需要のほうが意味のある数字だと思う。

⇒[住宅まちづくり部]この算式は国のルールに従ったものなので、以前から、ちょっと馴染まないという意見はある。ご指摘のとおり、需用に対して供給していることを評価されるほうが本当はありがたい。

○普通に考えると、府営住宅には、家賃の回収やそのための人件費等多くのコストがかかっていると思うが、そうした費用は含まれているのか。

⇒[住宅まちづくり部]純粋な建替え費用や引越し費用は含まれているが、府職員の人件費は入っていない。

○市や国でも公的住宅を持っている。例えば大阪市内であれば市営、府営、公団があり、入居者もそれぞれ評価すると思うが、府として市や他府県の状況と比較評価するといったことは行っているのか。

⇒[住宅まちづくり部]比較評価は行っていないが、例えば、URは中堅所得者向け住宅を供給しており、施策の対象で棲み分けはできている。大阪市内であれば、府営と市営があり、どちらを選択してもかまわない。同じような条件の住宅であれば、家賃も同じような金額なので、立地などで選択されている。

○民間なら競争があるので、家賃をどの程度にするかは厳密に研究している。公営の場合は社会政策なので、それぞれ立場もあるだろうが、十分比較した上で、府の考え方を確立しておく必要があるのではないか。

○私も同意見である。効率性を検証する手段として、建設費で他府県との差がどの程度あるのか、家賃は政策上の判断があるが、そういうことも含めて比較可能なデータがあれば示してほしい。

⇒[住宅まちづくり部]ご指摘のとおり、家賃は政策家賃で決められている。その人に適正な家賃を負担してもらうという考え方である。建設費用の比較については、手元に資料がないので正確な回答ではないが、5年から10年程度前に、大阪府営住宅がかなりコストダウンしたことがある。そのときのイメージではそれほど大きな違いはなかったように記憶しているが、時間をいただいて調べたい。
○安い家賃でなくてもいいと思うが、仮に、所得の高い人でも、社会的に見て必要とされている人が入居できる仕組み、対策はとられているのか。

⇒[住宅まちづくり部]効果的な住宅セーフティネット作りということで、ある程度期限を切って回転率を上げていくとか、地位承継についても、配偶者に1回限り可能な制度に見直すことで、本当に困った人に回るような工夫に取り組んでいる。

○それは、すでに入居されている方への取組みだと思うが、募集を行うときに所得の高い人でも応募できるのか。

⇒[住宅まちづくり部]応募できるのは一定所得以下の方なので、そういう方を優先するが、現在は福祉枠を設けている。単身の高齢者や障害者の方など、所得があっても住宅に困っている人がいるので、こうした人たちは、福祉枠を設けて優先的に入れるよう工夫している。

○以前、現地も見たが、公営住宅の維持管理は非常にレベルが低いと思う。そのために建物の寿命が余計に短くなっている。これからは、一旦建てたらできるだけ持たすことをもっと考えなければならない。そのためには、最初に想定している維持管理費が低すぎると思う。民間住宅であれば、もっと管理に手を掛けて、もっともたす。イニシャルコストに対してどれだけ寿命をもたすかという考え方が甘いと感じるので、もっとそこを考えるべきである。

◆[委員長]これは、ぜひ一度、検討してほしい。時間が迫ってきているので、事務局から、事前評価の②から⑤までの説明を一度にお願いしたい。
◆事務局から、事前評価②「堺新金岡2丁3番・6番住宅」、③「堺新金岡3丁8番住宅」、④「堺宮山台4丁住宅」及び⑤「堺若松台2丁住宅」の事業概要を説明。

◆[委員長]今、特に意見がなければ、先に進ませていただきたい。意見具申の取りまとめの際にまた、意見を伺いたい。事務局から、再評価①「池田城南住宅」の説明をお願いしたい。

◆事務局から、再評価①「池田城南住宅」の事業概要を説明。

◆[委員長]特に意見がなければ、再評価③「貝塚橋本第２住宅」の説明をお願いしたい。

◆事務局から、再評価③「貝塚橋本第２住宅」の事業概要を説明。

○池田城南住宅と貝塚橋本第２住宅の進捗状況を教えてほしい。

⇒[住宅まちづくり部]予定通り進んでいる。

○池田城南住宅では48戸を70戸に増やして建替えることになっているが、事前評価の時点では、先ほどの、新たな供給は行わないという方針が出ていなかったためか。方針転換する前に事前評価が行われたのか。

⇒[住宅まちづくり部]方針転換する前に、事前評価を行っている。また、同じ方面で昭和26年建築の箕面住宅があるが、そこは敷地の条件で1倍での建替えができないので、計画段階から箕面住宅の一部の受け入れ先として位置づけている。
◆[委員長]以前から、PFI手法の効果検証について説明をお願いしていた。本日は、PFI手法による建替えを予定している再評価②「枚方交北第２住宅」の説明に合わせて報告いただく予定だったが、今からでは時間がオーバーしてしまうので、事業概要のみ説明をお願いする。

◆事務局から、再評価②「枚方交北第２住宅」の事業概要を説明。

◆[委員長]特に意見等はないようだが、府営住宅について意見等があれば、意見具申の取りまとめの際にお願いしたい。また、PFI導入効果の説明については、次回以降に改めてお願いしたいと思う。予定の時間になったので、本日の会議は終了させていただきたい。長時間のご議論にお礼申し上げる。
以上
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